
Ⅱ-4-④ その他の周知・啓発事例集 

○ 民生委員や自治会等を活用している例

自治体名 兵庫県 姫路市 

取組概要 

平成 29 年 9 月、老朽危険空き家の解体費用補助制度の利用者を増やすことを目的として、自

治会等の各戸回覧により当該制度の募集を案内。当該回覧を見て、実際に申請につながった例が

7、8件あり。 

なお、姫路市では、自治会等加入率が高く、各戸回覧は 100％に近い確率で市民の目に触れる

ため、周知・啓発においては、各戸回覧が最も有効な手段だとしている。 
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自治体名 兵庫県 伊丹市 

取組概要 

 平成 28 年に空き家の適正管理の促進を図るチラシを 7 万 5,000 部作成し、市内に約 7 万部を

配布、残りを市役所等に設置している。 

また、民生委員が住民から空き家の相談を受けることが多いことから、平成 29年の民生委員の

定例会にて、空き家の問題について説明するとともに、当該チラシを配布した。その結果、民生

委員による周知・啓発が、空き家所有者等からの相談につながった例がみられた。同市は、民生

委員は立ち入った相談を受けることや個別の具体的な情報を把握しているため、連携が有効と考

えている。 

当該チラシには、空き家を放置しておいた場合のデメリット（損壊や倒壊、樹木の越境、景観

の悪化等）、現状を維持するためには定期的な管理が必要であること等を記載している。 
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自治体名 福岡県 宗像市 

取組概要 

平成 29 年に空き家の適正管理の促進を図るパンフレットを 4 万部作成し、全自治会等の会合

において、市が実施している空き家対策の内容を説明する際に利用している。 

当該パンフレットには、「あなたが空き家の所有者になるかも!!居住中から空き家になったと

きのことを考えておきましょう」と記載し、空き家所有者等だけではなく、現在居住中の者に対

しても、注意喚起を行っている。また、遠方に居住、仕事が多忙等、定期的な管理が難しい場合

は、親戚や管理業者に依頼する等して適正な管理を行うよう促している。 

－276－



○ 相談会等の開催の周知方法に関するもの

自治体名 北海道 室蘭市 

取組概要 

平成 27 年度から、7、8 月頃の日曜日に年に一度、宅地建物取引業協会との共催で、住まいに

関する相談会を実施している。 

解体希望の空き家所有者等に対しては、後日業者から費用の見積書を取得し送付するなどして

いる。また、相談を受け付けた空き家に関しては、必要に応じて現地確認等を実施している。 

相談件数は、平成 27 年度は 23 件、28 年度及び 29 年度はそれぞれ 5 件となっており、室蘭市

は相談件数の減少について、27年度は、各戸回覧により相談会の案内を周知したが、28年度以降

は、各戸回覧による周知を行うことができなかったことが原因と考えられるとしている。同市は、

各戸回覧を始め、1週間から 10日ほど経過した頃に、開催日を設定すると集客が見込まれるとし

ている。 
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〇 相談会等の開催場所に関するもの 

自治体名 広島県 福山市 

取組概要 

空き家所有者等が相談会に参加しやすいように、市の主催するイベント(福祉祭、園芸祭等)に

おいて、住宅に関する相談会を開催している。 

自治体名 広島県 安芸高田市 

取組概要 

広島県が主催する「空き家所有者向けセミナー」に参加し、安芸高田市のブースを設け、空き

家対策事業の説明や空き家の個別相談を実施 

同市は、当該セミナーは広島市で開催されたため、他自治体に居住する空き家所有者等に対し、

空き家の適正管理のための周知活動ができたとしている。 

自治体名 福岡県 宗像市 

取組概要 

平成 29年度から、市内の葬儀業者が実施している終活イベントにおいて、空き家の相続に関す

る説明会及び相談会を 4回実施している。 

同市職員は、実施した経緯について、「今後空き家となり得る高齢者の単身世帯等に向けて、相

続登記の必要性について周知する必要性があると考えていた。終活イベントには高齢者層が多く

参加するため、市内の葬儀業者 4社に依頼して、それぞれが実施している終活イベントにおいて、

空き家の相続に関する説明会及び相談会を実施することとした。」としている。 

司法書士等と共に空き家の相談に応じており、空き家の相続の方法等について周知するととも

に、必要に応じて同市の空き家相談窓口を教示している。 

〇 相談会等の開催時期に関するもの 

自治体名 愛知県 春日井市 

取組概要 

親戚等が多く集まり、今後について話合いが行いやすいように、年末近くに空き家の適正管理

に関するセミナー及び相談会を開催 

自治体名 福岡県 糸島市 

取組概要 

平成 28年度から、市外在住の空き家所有者等を対象として、専門家（福岡県宅地建物取引業協

会、司法書士、糸島市シルバー人材センター及び福岡県建設業協同組合糸島支部）がワンストッ

プで相談を受け付ける「空き家オーナー相談会」を開催しており、相談者の利便を図るため、市

外在住の空き家所有者等が帰省するお盆の時期に開催している（相談件数は、平成 28年度 23件、

29年度 19件）。 
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〇 移住・定住対策を目的に相談会を開催している例 

自治体名 滋賀県 東近江市 

取組概要 

空家等対策の主目的の一つとして、移住・定住対策を行っており、平成 29 年 6 月から毎月 8

日、空家等所有者又は空家等取得希望者を対象に、空き家説明会及び空き家総合相談会を開催し

ている。 

説明会では、空き家バンク、東近江市への移住者向け補助金等について説明している。 

相談会では、空家等所有者とは、空家等の概況聴取後に物件の実情把握のための後日の現地調

査に係る打合せを行い、活用希望者等とは、希望する空家等の場所や要望事項を聴取する等して

いる。 

〇 専門家を活用している例 

自治体名 東京都 板橋区 

取組概要 

平成 28 年度から、空き

家の利活用、修繕・改修、

建て替え等の実施に当た

り困っている所有者等か

ら申請があった場合、必要

に応じて、その解決に向け

たアドバイス等を行う専

門家(建築士、弁護士、司

法書士等)を無料で派遣す

る、専門家派遣支援事業を

実施(派遣範囲は、原則板

橋区内)。派遣回数は一人

当たり 3回まで、1回の相

談時間は 2時間程度。 
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自治体名 香川県 高松市 

取組概要 

平成 29年から、空き家所有者が専門家に気軽に相談でき、適正管理等のノウハウの提供を受け

られるように、公益社団法人香川宅地建物取引業協会及び公益社団法人全日本不動産協会香川県

本部との間で協定を締結し、宅地建物取引士の資格を持つ者を「高松市空き家相談員」として選

任（108 人）し、市に相談の申込みがあった場合、同相談員が相談に対応している。当該相談員

の業務内容は、①空き家の状態から、当該空き家の活用方法等の提案、②中古住宅市場における

賃貸又は売買等の取引動向の情報提供、③リフォーム、適正管理又は解体等の情報提供、④専門

業者の紹介、⑤その他相談内容に関する事項がある。 
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〇 相談の受付方法に関するもの 

自治体名 愛知県 豊橋市 

取組概要 

平成 28 年 4 月から、

空き家の相談を円滑に

受け付けるため、「困っ

た空き家の連絡カード」

を市ホームページに掲

載している。当該連絡カ

ードは、近隣の空き家で

相談がある場合に、電子

メールや郵便等で相談

を受け付けるものであ

り、記載内容は、空き家

の所在地、簡単な地図、

困っている点等となっ

ている。
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○ 出前講座を実施している例

自治体名 京都府 京都市 

取組概要 

平成 26 年度から、空き家の発生予防の一環として、自治会等や町内会等の地域の会合に司法書

士等の専門家と市職員が出向き講演等を行う「おしかけ講座」を実施。 

おしかけ講座では、空き家の発生予防につながる相続等に関する講演、空き家の発生原因、空

き家になった場合の対処(利活用や適切な管理等)に関する説明を行い、空き家の適正管理を促し

ている。 

開催実績は、平成 26年度 16回（延べ参加人数 467 人）、27年度 25回（同 617 人）、28年度 19

回（同 417 人） 

自治体名 福岡県 岡垣町 

取組概要 

福岡県は、県内自治体が住民から空き家に関する相談等を受け、専門家による対応が必要と判

断した場合、専門家(建築士、司法書士、不動産業者等)を派遣し、空き家に関する個別相談や出

前講座を行う「空き家専門相談支援事業」を実施している。 

岡垣町では、自治会長から、専門家の派遣による出前講座の開催希望を受けたことから、上記

事業を活用し、平成 29年 6月に出前講座を実施している。 

出前講座には、町内の住民 60人程度が参加し、司法書士が、登記制度の内容、空き家を放置す

るリスク、空き家の解消方法等について説明している。 
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〇 空き家の適正管理のためのチェックリストを作成・配布している例 

自治体名 千葉県 南房総市 

取組概要 

平成 28 年 6 月、広報誌

に空き家の適正管理のた

めのチェックシート(屋

根、雨とい、土台・基礎等、

9 つのチェック項目)を掲

載している。 
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自治体名 長野県 筑北村 

取組概要 

空き家の管理をどのように行えばよいか分からないという相談が寄せられたことから、空き家

の適正管理のチェックポイント、点検項目をまとめた自主点検表等を記載した「空き家等自主管

理の手引き」を作成し、平成 29 年 8 月に空き家に関する個別説明会を実施した際に配布してい

る。 

当該相談会においては、18件の相談があり、3件は業者に解体見積りを依頼するなど今後解体

の意向、8 件は空き家バンクに登録するなど活用の意向、そのほか 7 件は保全の意向があったた

め、空き家等自主管理の手引きを配布し、空き家の適正管理を依頼している。 

なお、当該手引きは、空き家対策担当職員が、以前、旅館業法に係る業務に携わっていた際、

旅館業の建物自主管理の手引きを作成していたことから、その経験をいかし、作成したものであ

る。 
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自治体名 京都府 京都市 

取組概要 

空き家をめぐる問題・課題、空き家の活用方法や活用事例、相続等に関する情報、住まいの管

理方法など様々な情報を紹介した「空き家の便利帳」を平成 27年及び 29年に発行し、地域の勉

強会やイベント時に配布している。 

当該便利帳の最終ページには、基礎や雨とい等、部位別の点検か所をまとめた空き家の点検チ

ェックシートを掲載し、気になる点があった場合には、工務店や大工に相談するよう促している。 
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○ 空き家所有者等が他自治体に居住していることで、管理意識が希薄になっているとする自治体

からの意見（主なもの）

内容 

〇 他自治体に居住している空き家所有者等は、自分の所有している空き家がどのような状態か

分からなかったり、所有者等である意識がない場合があるため、周知・啓発により、空き家の

管理意識の醸成が必要である。所有者等が物件の管理を行わなければ、老朽化が進行し、危険

な空き家になる可能性が高くなるため、適正管理を行うか、利活用しないのであれば、更地化

するなど所有者等の管理意識を高める必要があるのではないか。 

〇 空き家所有者等が死亡し、相続人が他都道府県に住んでいて、連絡を取ってみたら空き家が

存在することを知らなかった例がある。自治体外に居住している空き家所有者等は多いため、

国・都道府県による周知・啓発が適切と考える。 

〇 空き家所有者等が他自治体に居住している場合、現状が把握できないケースや放置されてい

るケースが多い。中には、適正管理を求める市の対応に応じないケースもあるため、制度の趣

旨等の啓発は必要であると考える。 

〇 近隣からの苦情で空き家所有者等を調査すると、相続で空き家所有者等になり遠方に居住し

ている場合もある。 

 遠方に居住している者は、空き家の管理を行いにくく、管理意識が希薄で、空き家の十分な

管理を行っていない場合があり、危険な空き家になりやすいことから、自治体外への周知・啓

発の実施が必要であると感じた。自治体外への周知・啓発の実施に当たっては、適正管理をお

願いするだけではなく、所有者等に管理意識を持ってもらうことが重要と考える。 

〇 国からの情報提供を望む自治体からの意見（主なもの） 

内容 

〇 空き家所有者等や相続人に対し、空き家を適正管理しなければ、周りに迷惑をかけてしまう

ことを理解させる仕組みが必要であると感じており、他の自治体において工夫している取組が

ある場合は、情報提供をしてほしい。 

〇 市ホームページ、広報誌、チラシ及びパンフレットにより、自治体内及び自治体外への周知・

啓発を実施しているが、どの方法が有効か判断することは困難であるため、全国の地方公共団

体において、周知・啓発に係る有効事例があれば、参考としたい。 

〇 空き家所有者等向けの空き家対応についてのチラシなどを作成してほしい。 

〇 空き家所有者等に配布可能なパンフレット等を提供をしてほしい。 

○ 自治体外への周知・啓発を実施して効果を挙げている地方公共団体の取組方法等の情報を提

供してほしい。

〇 自治体でできる効果的な自治体外への周知・啓発の方法があれば示してほしい。 

また、都道府県主催で平成 28年度に空き家対策等に関する説明会が開催されており、地方整

備局主催の空き家等対策に関する情報交換会は参考になったが、空き家担当者が集まって情報

交換する場があまりないと感じている。このため、もっと情報交換の場の設定や情報提供を行

ってほしい。 
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〇 国民に対する国からの周知・啓発を求める自治体からの意見（主なもの） 

内容 

〇 自治体外への周知・啓発は必要と考えるが、所有者等がどこの自治体に住んでいるか事例に

よって様々であるため、国・都道府県が手広く周知することが適切と考える。 

〇 空家法施行後、メディアによる報道（代執行等）を受けて、空き家の除却は自治体の役割だ

と誤解している住民が一部みられる（除却は市が対応せよとの話が市に数件寄せられた）ため、

国から空き家の管理責任は一義的に所有者等にあることについて、しっかりと周知・啓発して

ほしい。 

〇 国・都道府県単位で自治体外への周知・啓発を行ってほしい。例えば、テレビ、新聞等のメ

ディアを使って定期的・継続的に周知・啓発を実施するというのはどうか。 

〇 自治体外への周知・啓発は、1 自治体では効果が限られるため、全国的に空き家を放置する

危険性を周知・啓発してほしい。 

〇 特定空家等の発生は全国的な問題となっており、特に、高齢者世帯に対する周知・啓発を重

点的に実施する必要がある。高齢者世帯に対する周知・啓発の方法としては、ホームページや

ＳＮＳ等を利用するよりも、新聞、テレビ等のマスメディアを利用した方が有効と考えられる

が、小規模な自治体の予算では困難であるため、国が中心となって、全国的に実施してほしい。 

〇 空き家所有者等の中には、空き家の管理を自治体に任せたいと連絡する者がいるなど、空き

家所有者等の管理責任が理解されていないように感じられる。国は、空き家所有者等における

管理責任や、特定空家等が発生した場合に生じるリスクについて、全国的に周知・啓発を実施

してほしい。 

〇 危険な空き家や特定空家等の発生は、日本全国で問題となっているため、国から全国的に統

一した周知を行ってほしい。国が周知・啓発チラシを作成した場合は、その内容を参考として、

市民向けの周知・啓発チラシを作成したい。 
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